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公海上における異国船籍船舶衝突の準拠法等
（仙台高裁平成元年（ネ）第431号損害賠償請求控訴事件、平成6年9月19日民事第二部
判決、変更・上告、高裁民集47巻3号173頁、判例時報1551号86頁、原審・平成元年9
月27日仙台地方裁判所判決）
松田忠大
判示事項
1．公海上における異国船籍船舶衝突については、加害船舶と被害船舶の双方の
旗国法を重畳的に適用し、各旗国法がともに認める場合およびその限度において
船主の責任を認めるべきものと解するのが相当である。
2．船主責任制限の準拠法は法廷地法と解するのが相当である。
3．船舶所有者が船主責任制限の申立てをしているがその開始決定がなされてい
ない揚合は、制限債権者は船舶所有者等に対して無条件の給付判決を求めること
ができる。
1事実の概要
　日本法人であるY所有の日本船籍を有する漁船丁丸は、昭和57年8月31日に
気仙沼港を出港し東経170度以東の北太平洋上のいか流し網漁場に向かい、真針
路65度、毎時9ノットの速度で航行中の同年9月3日午後零時45分頃、北緯42度
55分、東経155度56分の地点（公海上）において、船首方向に所在していた韓国
法人Xの所有する韓国船籍を有するK号と衝突、同船の右舷中央部に破孔浸水
を生じさせ、これによる浸水が原因で同船は衝突地点付近において沈没した。衝
突の当時、丁丸は、濃霧にもかかわらず、霧中信号を吹鳴せず、また、レーダ
ープロッティングによりK号の動静を把握することもせず、見張りの当事者が
代わりの者を配置しないまま見張り位置を離れていた。他方、K号も霧中信号
を吹鳴せず、レーダーが故障して機能しない状態で、かつ、適切な見張りをしな
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いまま操業していた。
　Xは、本件事故は丁丸側の不法行為により生じたものであると主張して、こ
れによる損害額合計6億3702万6085ウォンの賠償および遅延損害金の支払いを求
めて訴えを提起した。原審の仙台地方裁判所（仙台地判平成元年9・27、判例集未
登載のため高桑教授の本件評釈（ジュリスト1104号192頁）による）は、①公海上にお
ける船舶の衝突については両船舶の旗国法を重畳的に適用すべきであるが、不法
行為地法が存在しない場合には被害者はその本国法が認める以上の責任を相手方
に対して問うことはできないとするのが条理にかなった解決であると判示し、②
韓国商法747条（同条は「船舶所有者の責任は、その船舶の積量の1トンあたり1万
5000ウォンの総額を超えることはできない」旨定める）に基づく責任限度額を適用し
て936万3000ウォンがYの責任限度額となるとし、③被告が責任制限手続の申立
てをしたときは、原告はその申し立ての却下、棄却または廃止を条件としてのみ
請求権を行使しうるとして、条件付で上記限度額の支払いを命じた。
II判決要旨
原判決取消、控訴人Xの請求を一部容認。
　1．公海上における異国船籍船舶間衝突の準拠法
　本件に適用すべき準拠法を探求するに、本件のような船舶の衝突による損害賠
償責任については、船舶衝突二付テノ規定ノ統一二関スル条約が存在し、丁丸
の船籍国たるわが国はこれに加入しているけれども、K号の船籍国たる大韓民
国はこれに加入していないから、右条約を本件に適用することはできない（同条
約第12条）。また、法例11条1項は、不法行為によって生ずる債権の成立および
効力はその原因たる事実の発生した地の法律による旨規定し、不法行為地法主義
を採っている。しかしながら、本件事故の発生地すなわち本件衝突地点および
K号の沈没地点がいずれも公海に関する条約第1条にいう公海であることは明
らかであって、不法行為地は存在しないから、右規定によることもできない。こ
のような公海上における船籍を異にする船舶間の衝突の場合の不法行為責任の成
立およびその効力（損害賠償の内容・範囲・方法等）については、責任の負担及び
損害撰補に関する衡平維持の観点から、加害船舶と被害船舶の双方の旗国法を重
畳的に適用し、各旗国法が共に認める場合及び効力の限度において船主の責任を
認めるべきものと解するのが相当である。
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　2．船主責任制限についての準拠法
　船主の責任については、海運業保護の目的からこれを一定の限度に制限するこ
とが各国の法制上広く認められている。しかしながら、この船主責任の制限は航
海に関して生じた損害に基づく各種の債権を一括して一定の制限に服させること
を目的とするもの、したがって特定の債権の効力とは別個の性質のものであると
ころ、右債権成立の準拠法は同一の航海に関して生じたものでも様々に分かれる
ことが少なくないから、船主責任制限の準拠法を債権成立すなわち責任の発生原
因の準拠法によらしめるときは、相異なる責任制限制度が競合して右目的の達成
が困難な場合が生ずる。さらに、委付主義、執行主義、金額主義等責任制限の態
様が異なる責任制限法制相互間では、共通して認められる責任の範囲を定めるこ
とが不可能となる。これらの点を考慮すれば、船主責任制限の準拠法を責任発生
原因の準拠法によらしめるのは相当ではない。これを加害船舶の旗国法によらし
めるのも国際的衡平の観点から問題が残る。以上の点に、船主責任の制限は関係
条約に加入するかどうかも含めて各国の政策的考慮によりその内容及び手続きが
定められていること、船主責任の訴求手続きにせよその制限手続きにせよ、関係
条約の締結国間を除けば当該手続きの結果が当然に他国において承認されるわけ
ではなく、その申立人は当該法廷地国における権利の実現或いは責任制限の享受
を第一の目的とするのが通常であることを考え合わせれば、船主責任制限の準拠
法は法廷地法と解するのが相当である。
　3．責任制限手続の開始決定がなされていない場合の無条件の給付判決を
　　　求めることの可否
　同法（船主責任制限法）33条後段は、同法の責任制限手続が開始されたときは、
制限債権者は同法所定の供託によって形成される基金以外の申立人又は受益債務
者（以下「申立人等」という）の財産に対してその権利を行使することはできない
と定めている。しかしながら、同法26条によれば、責任制限手続は、その開始決
定の時から効力を生ずるものであり、右手続開始の申立があっても、その開始の
決定がなされるまでは未だ前者の責任制限の効力は発生せず、同法23条による執
行手続の中止命令が出される場合があることを別とすれば、債権者の権利行使は
何ら妨げられないから、制限債権者といえども、申立人等たる船舶所有者等に対
しその債権につき無条件の給付判決を訴求することができるものと解すべきであ
る。
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III評釈
判旨1には反対、判旨2および判旨3には賛成
　1．公海上における船舶衝突責任の準拠法
　（1）準拠法
　公海上における船舶衝突の責任を定める準拠法の決定については、従来から海
商法、国際私法の分野から議論がなされ種々の見解が提唱されている。船舶をめ
ぐる渉外性を有する法律問題の解決に際しては、専ら船舶に特有の旗国法を準拠
法として解決すべきであるとの説もあるが、海事に関する渉外関係に必ず旗国法
を適用すべきことに理由はなく、国際私法の一般原則に従って、わが国の抵触規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定である法例による解決を図るべきであると考える。したがって、公海における
船舶衝突についての準拠法は国際私法の一般原則にしたがって決せられるべきも
のと考える。過失による船舶の衝突が不法行為であることには異論がないから、
わが国では法例11条の適用が問題となるが、公海上で船舶の衝突が生じた場合に
は、不法行為地に適用される法律は存在しないから、法例11条による準拠法の決
定は困難となる。わが国の学説では、衝突船舶が共通の旗国法を有する場合には
　　　　　　　　　　　　　それによるとするものがあり、公海上における船舶衝突の場合に法廷地法による
とする説も、例外的取り扱いとして、船舶が同一旗国のとき、もしくは、当事者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の全員が同一の国籍を有するときはその国の法律によるとするものがある。
　衝突船舶が旗国を異にする場合には、①準拠法を決するための連結点たる属地
的要素を欠いているから、この場合にこそ海事国際私法上認められている船舶の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4〉国籍を連結点として解決すべきとして、旗国法による解決を図ろうとする説、②
わが国の法例の解釈からは、不法行為に関しては事実発生地法が準拠法として一
般に適用されなければならず、衝突せしめた過失は加害船舶上においてなされ、
その過失による不法行為の結果は、両船舶の接触によって被害船舶上において発
生したものであるから、両船舶が等しく不法行為地であり、いわゆる船舶領土説
を前提に、原告は2つの衝突関係船の二つの本国法のうち、自己に最も都合のよ
い法のいずれでも不法行為地法として損害賠償請求権の基礎とすることができる
　　　　ラとする説、③公海における船舶衝突については、衝突発生地法の適用は不可能で
あり、また、衝突関係船舶が本国法を同じくしない限り同時にその本国法を適用
できないし、また一方の本国法を排除して、他方の本国法を適用することは許さ
れないから、公海上における船舶の衝突は、不法行為地法主義が機能しない場合
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のであり、法例11条の適用はなく法廷地法によるほかないとする説が見られる。
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　さらに、船舶の旗国法によるとする立場からは、被害船舶は自国の領水である
と公海であるとを問わず、その旗国法の保護する権利を享有すものであるから、
船舶衝突によっていかなる権利が発生させられるかはその本国法によって定めら
れるべきであるとする被害船旗国法説、一般に加害船舶は公海における不法行為
については、自国の本国法（旗国法）に服従する義務を負っているが、当然には
被害船舶の本国法（旗国法）に服従する義務を負わされていないから、加害船舶
は自己の本国法（旗国法）のみにより不法行為上の責任を負うにとどまるとする
加害船旗国法説、船舶衝突によって生じる債権債務の関係は、被告の所属国の法
律により定められるのを原則とすると同時に原告の所属国の法律の認める範囲に
おいてこれを制限すべきものとし、加害船舶および被害船舶双方の旗国法の累積
的適用により共通に認める範囲内において権利義務を定めるとする旗国法累積
　　　　　　　　　　　　（7）（重畳）的適用説が主張されている。
　これらの学説に対して、最近では、公海において不法行為地が存在しないとし
安易に法例の条文に足がかりのない旗国法に走る前に、法例11条の意図するとこ
ろを、行動地法説ではなく結果発生地法説であると解し、目的論的に不法行為地
の概念を「損害の現実化した地」にシフトさせ、損害賠償請求と密接に関係のあ
る法を適用すべきであるとする説（この説では、本件においては、損害賠償請求の
主体は、韓国の港を拠点とする漁船であり、乗組員も全員が韓国人船員であったことな
どから、すべて韓国社会と強く結びっくものとなっており、韓国法を適用すべきであっ
　　（8〉たと説く）や、加害船旗国法説の立場から、公海上の船舶の衝突においては、
「行動地法」を「加害船舶の旗国法」に、「結果発生地法」を「被害船舶の旗国
法」に読み替え、不法行為に故意または過失が問題とされる限り、加害船舶の旗
　　　　　　　　　　　（9）国法によるべきであるとする説も有力に主張されている。
　公海における異国船籍船舶衝突に関するわが国の判例としては、いわゆるフル
　　　　（10）ムーン号事件があるが、日本人の日本法人に対して請求する訴訟であることを理
由に、当事者双方の本国法である日本法を適用する旨判示している。これに対し
て、本件判決は1910年の「船舶衝突についての規定の統一に関する条約」が適用
されないこと、公海上には不法行為地法は存在しないことを挙げ、「このような
公海上における船籍を異にする船舶間の衝突の場合の不法行為責任の成立および
その効力（損害賠償の内容・範囲・方法等）については、責任の負担及び損害填補
に関する衡平維持の観点から、加害船舶と被害船舶の双方の旗国法を重畳的に適
用し、各旗国法が共に認める場合及び効力の限度において船主の責任を認めるべ
きものと解するのが相当である」として旗国法の累積（重畳）的適用説を採用す
る。しかし、この説に対しては、両船舶の旗国法の累積適用は不法行為の成立と
損害賠償額を制限することになり、また、実際にどのような結果になるかは問題
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　　（11）であるし、加害船舶と被害船舶の間に二つの旗国法を同時に適用することによ
り、過失の有無・軽重・その法的効果・当事者の責任の範囲に関し、なんらの不
便・不都合なく円滑に解決しうるか疑問であり、二つ以上の法の重畳適用では、
実際に不法行為の成否と損害賠償額の算定をどのようにするのかの点で困難な問
　　　（12）題を生じるなどの批判がなされている。さらに、本件について言えば、韓国およ
び日本の民商法が同様の原則をとり、具体的規定についても類似していたから妥
　　　　　　　　　（13）当な結論を出せたと思われ、全く異なる規定を持った法同士が競合した場合に
は、互いに重なり合う部分が少なく共通項が見出せず、よって、損害の分配はお
ろか、不法行為の成立すら審理できない状況に陥る可能性があるとの指摘は免れ
ないであろう。したがって、本件判決には疑問がある。
　多くの場合、船舶衝突は双方過失により生じるのであるから、被害船または加
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の害船の旗国法といった概念を用いるのは不当であり、また、常に加害船舶に衝突
原因があるということはできないから、直ちに被害船舶の旗国法を適用してこれ
を保護すべきではなく、さらに、加害船舶は公海においては自己の行為につき自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）己の所属国以外の国家の法律に従うべき正当な理由は存在しないから、被害船旗
国法説を採用することは妥当ではない。他方、加害船旗国法説は、それが根拠と
して挙げる公海上の船舶衝突の問題も結局は加害船舶側の行動規範性ならびに賠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エの償義務の予見可能性と被害船舶側の損害填補との比較衡量の問題に過ぎないこと
を考慮すれば理由があるように思われるが、被害船旗国法説と同様に、被害船ま
たは加害船という概念を用いることは適当ではなく、たとえ、訴えを提起した原
告を被害船、被告を加害船と解したとしても、加害船が被害船に対して反訴を提
起した場合には、どのような結果になるか予想がつかないことになるといった問
　　　　　　　　　（17）題を生じることになるから、これも採用できない。これら船舶の旗国法により解
決を図る説については、船舶の原登録地と船舶賃貸借登録国（旗国）との形式的
乖離現象や便宜置籍船の場合の実質的な法適用の利益の歪み現象を考慮すると、
単独適用にせよ累積適用にせよ、私法上の法律関係に旗国法が密接な関連性を有
　　　　　　　　　　　　　　　　　するかどうか問題であるとされている以上、現代においては、旗国法を連結点と
して、公海における船舶の衝突の準拠法を旗国法に求めるのは困難があるように
思われる。この点、旗国法ではなく実質的船主の本拠地法によるべきであるとす
　　　　（19）る説もあるが、船舶の実質的所有者の営業の本拠を認定することは必ずしも容易
ではなく、船舶賃貸借、定期傭船についても船舶を実質的に支配している者を問
題とすべきことになり、便宜置籍船について旗国法主義に代えて船舶の実質的所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）有者の本拠地法主義をとることの当否は疑わしいとの批判が妥当する。
　船舶領土説を前提に、法例11条の適用により解決を図ろうとする説は、その拠
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラってたっ船舶領土説があまりにも擬制に過ぎること、原告が自己にもっとも都合
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のよい法に基づく請求をなしうることを考慮すれば公平を失するから採用できな
いし、法例11条1項の「その原因たる事実の生じたる地」を行動地ではなく、結
果発生地と解し、目的論的に不法行為地の概念を「損害の現実化した地」にシフ
トさせてゆく説も、既に指摘されているように、法例11条1項の「その原因たる
事実の生じたる地」について、結果発生地と理解しうるかどうか、双方に損害が
あればその金額と内容、当事者の営業の本拠地、各船舶の船籍、乗組員の国籍等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のを比較衡量して準拠法を決定することが妥当かどうかという問題点が提起されう
る。
　よって、上記いずれの学説についても問題があり、双方の当事者にとって公平
かつ妥当な結論は得られないことになる。そこで、公海上における船舶の衝突は
不法行為ではあるが、法例の規定する不法行為地法主義が機能しない場合であ
り、法例11条の適用はなく、法廷地法を適用するとする説を支持せざるをえない
と考える。この点、高桑教授は、法廷地法説は「法例11条2項およぴ3項が日本
法によっても不法行為が成立すること、日本法の認める救済方法に限定している
ことからみて、これは法例解釈上理由のない考え方とは思われない」とされ、そ
　　　　　　　　　　　　の正当性を述べておられる。また、このように解することは、「海上衝突事件に
おける民事裁判管轄、法の選択、判決の承認および執行に関する条約草案（C．
M．I　Draft　Convention　on　Civil　Jurlsdiction，Choice　of　Law，and　Recognition　and
EnforcementofJudgmentsinMattersofCollision（1977）」の第4条が、「別段の合
意がない限り、衝突がある国の内水または領水内において生じた場合には、その
国の法（不法行為地法）が適用され、衝突が公海において生じた場合は、当該事
案を管轄する裁判所の法（法定地法）が適用される」と定めている趣旨にも合致
する。さらに、英国では、1881年のLeon号事件判決以来、一貫して一般海法
（general　maritime　law）としての英国内で施行されているコモン・ローの一部で
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のある英国海法が適用されると解されていること（ただし、英国法が一般海法に他な
らないということは、イギリス海事裁判所の伝統的信念たるにとどまり、普遍的承認を
　　　　　　　　　　　　得ていないことは明白である）、合衆国でも、関係船舶が旗国を異にし、共通の法
を有しない場合には、いずれか一方を優遇するのは不公平であるという理由で、
　　　　　　　　　　　　　　の法廷地法が適用されると解され、1934年のリステートメントもこの立場を明示し
　　　　　　のていることから、比較法的にみても法廷地法に従うとすることが主要海運国の趨
勢に合致するものでもある。
　しかしながら、法廷地法説は、法廷地の選択権を原告に委ねることになる以
上、フォーラム・ショッピング（Fomm　shopping）の弊害が懸念され、近時有力
に主張されているように裁判管轄権について何らかの制限を加えることが望まれ
る。この点、高桑教授は、このような（法廷地法による）場合に被告の住所地以
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外の地に裁判管轄権を認めないことにすれば、法廷地法によることがとくに不都
　　　　　　　　　　　　　　ぐ　合とも思われないと主張されている。
　（2）裁判管轄権の制限
　船舶衝突についての国際裁判管轄権に関するわが国の学説には、わが国の裁判
所が管轄権を有するためには、それが物的条件または人的条件としてわが国に一
定の関係を有しなければならないとし、訴訟関係人の何人かが日本人であるこ
と、または、衝突がわが国の領海内において生じたことを要するとするものが
　　　　シ
ある。国際裁判管轄権について、わが国の最高裁は、原則として、わが国の裁判
権は外国に本店を有する外国法人が被告である場合には及ばないとし、例外的に
外国人たる被告をわが国の裁判権に服させるのが相当とされる場合について、そ
れを「直接規定する法規もなく、また、よるべき条約も一般に承認された明確な
国際法上の原則もいまだ確立していない現状のもとにおいては、当事者の公平、
裁判の適正・迅速を期するという理念により条理にしたがって決定するのが相当
であり、わが民事訴訟法の国内の土地管轄に関する規定に定める裁判籍のいずれ
かがわが国にあるときは、その事件の管轄を肯定することが条理に適う」との見
　　　　　の解を示し、その後、この判断を基礎としつつも「わが国で裁判を行うことが当事
者の公平、裁判の適正・迅速を期するという理念に反する特段の事情があると認
められる場合には、わが国の国際裁判管轄を否定すべきである」との見解を示す
　　　　　　ラにいたっている。このような最高裁判例の動向には、わが国の学説の多数も賛同
　　　　　　　　　　ラしているようである。
　他方、合衆国では、フォーラム・ノン・コンヴェニエンス（Forum　Non
Conveniens）法理の適用によって海事事件における裁判管轄権を制限するケース
が見られる。フォーラム・ノン・コンヴェニエンス法理とは、訴訟が提起された
裁判所以外の裁判所で、事件がより適切に審理されると考えられる場合には、他
の裁判管轄権を有する裁判所の存在を前提に、裁判所はその本来有する管轄権の
行使を裁量によって差し控えることができるという原則であり、原告による裁判
所の選択が実質的な理由を欠く場合を制限し、このような不正義を取り除くた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）め、被告側の抗弁として発展してきた法理とされている。
　初期の合衆国最高裁は、公海においてノルウェイ船籍の帆船とベルギー船籍の
汽船が衝突した事案において、「海上衝突事案では、訴えを提起した当事者にっ
いていかなる船舶に対する対物訴訟を許すのが合衆国の実務であり、公平を考慮
すれば管轄権を否定することがより有益であるということを示す特別の事情が存
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）在しない限り管轄権を行使する」として合衆国の裁判管轄権を肯定していたが、
その後、合衆国領水内において汽船が沈没したことにより生じた損害の賠償を求
めて荷主が合衆国裁判所に船主に対する訴えを提起した事案において、「合衆国
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裁判所は海事事件についての広範な管轄権を有するが、これは当該裁判所の自由
裁量に属するものであり、管轄権を有すれば必ずそれを行使しなければならない
ということではなく、当事者が外国籍を有する場合、当事者間の公平を考慮して
訴訟がより適切に外国の裁判所によって行われる場合は管轄権を否定することが
できる」として、当事者がすべて同一国（カナダ）国籍を有すること、証人（本
件の場合、船舶の船員等全員）がカナダに在住するため、強制召還することができ
ないこと、すべての積荷が、カナダで船積みされ各地へ運送されるという契約が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）存在することを理由に、カナダ人原告についての裁判管轄権を否定している。こ
れらの事案はいずれも、原告・被告の双方が外国人の場合であり、原告が合衆国
国民である場合には、合衆国国民は連邦裁判所へのアクセス権を享有していると
いう理由でフォーラム・ノン・コンヴェニエンス法理は適用されないと考えられ
ていたようであるが、最近では、原告が合衆国国民（法人）である場合にも、こ
　　　　　　　　　（36）の法理の適用が見られる。たとえば、下級審の判断ではあるが、ニューヨータ州
法人である原告が、西インド諸島トリニダッド＝ドバゴ共和国においてその傭船
していた船舶が埠頭に衝突して生じた損害の賠償を求めて、リベリア法人たる船
主に対してニューヨーク南部連邦地方裁判所に訴えを提起した事案において、合
衆国法人たる原告につき合衆国の裁判管轄権を否定した第一審判決を支持するに
あたり、不法行為事案において連邦最高裁が採用した私益ファタター（①証拠へ
の近接の容易さ、②証人の強制召喚しやすさ、③証人の召喚の費用、④根拠となってい
る事実の証拠調べの可能性、⑤審理の簡潔性、迅速性、経済性）および公益ファクタ
ー（①特定の裁判所に事件が集中することによる司法権行使に関する問題、②争訟と関
係ない共同体の人々への陪審義務の強制についての市民の負担、③地域（その州）で生
じた訴訟はその地方（州）で解決すべきであるという地方的利益、④法の選択および外
国法の適用についての問題）を考慮し、フォーラム・ノン・コンヴェニエンス法理
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）を適用し合衆国法人たる原告の訴えを却下した例がある。
　原告のフォーラム・ショッピングから被告を保護するためには、裁判管轄を被
告の住所地に限定することが望まれるが、被告に絶対的保護を与え、原告が被告
の住所地に常に訴えなければならないとした場合には、出頭の困難佳、費用、言
語の相違などを考えれば原告の被る不利益は国内訴訟よりはるかに深刻であるか
ら、被告住所地原則を厳格に貫くのには無理があり、原則として被告主義による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）にしても、原告の被る不利益を正当に評価する必要もある。国際民事裁判管轄に
ついてのわが国の判例の立場によれば、わが国の民事訴訟法の規定する裁判籍の
いずれかがわが国内にあるときには、原則として裁判所は管轄権を有することに
なるが、わが国で裁判を行うことが当事者の公平、裁判の適正・迅速を期すると
いう理念に反する「特段の事情」があると認められる場合には、わが国の国際裁
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判管轄を否定すべきであるとされているから、原告と被告の間における利益バラ
ンスを考慮することが可能である。しかしながら、「特段の事情」という不確定
的な要素を用いることによって、法的安定性を損ない、当事者が結果の予測がで
きない事態を生じるとの指摘も考えられる。したがって、そのような「特段の事
情」の具体的内容を可能な限り具体化していくことがのぞまれる。
　この点、わが国の最高裁は「特段の事情」の考察に際して考慮されるべき具体
的ファタターとして、①日本における訴訟が被告の予測の範囲内であったかどう
か、②被告の防御方法のための証拠方法、③被告住所国における提訴についての
　　　　　　　（39）原告の負担、を挙げ、他方、合衆国判例は、フォーラム・ノン・コンヴェニエン
ス法理適用の際に考慮されるべきファクターを私益ファタターと公益ファタター
　　　　　のを考慮する。しかしながら、わが国における「特段の事情」論も合衆国における
フォーラム・ノン・コンヴェニエンス法理も、その適用に際して考慮されるべき
ファクターが完全に類型化されているわけではないから、結果につき当事者が予
見可能な範囲で、ある程度のファクターの類型化を検討する必要があろう。
　海上衝突に関して、このファタターの類型化が今後の課題となるが、被告主義
を原則とし、わが国の「特段の事情」論や合衆国の「フォーラム・ノン・コンヴ
ェニエンス法理」の趣旨を参酌しつつ、国際裁判管轄権について当事者の公平を
図れば、公海における異国船籍船舶衝突について、国際私法的処理としてその準
拠法を法廷地法によると解しても不都合はないように思われる。
　2．船主責任制限の準拠法
　船主責任制限の準拠法の決定については、古くから同則主義と異則主義の対立
が見られる。同則主義は、船長その他の船員のなした行為の効力に関する準拠法
はその行為から生ずる船主の責任全般に関する準拠法たるべきであって、船主の
有限責任の準拠法は、その発生原因の準拠法、すなわち債務関係自体の準拠法で
なければならないことを理由として、当該責任制限の対象となる債権の準拠法と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　めして指定された国の法と同一の国の法を適用する立場であり、異則主義は、契
約・衝突その他の不法行為の存在を前提とするが、船主責任制限は法律自体から
発生する別個のものであって、船長のなした契約又は船長その他の船員の不法行
為そのものから導き出されることはないとの理由で、制限債権の準拠法とは関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（42）なく別個に船主責任制限の準拠法を決定する立場である。わが国の学説では、か
つては、異則主義の立場に立ち船舶の旗国法の適用を説くものが有力に主張され
　　（43）ていたが、最近では、その論拠は一様ではないが、法廷地法によべきとする説が
　　　　（44）多くみられる。
　異則主義の立場から一般に説かれるように、船主責任制限は法律上生ずるもの
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（45）で、契約または不法行為そのものにより導かれるものではないし、また、船主責
任制限制度は一事故毎にまたは航海の終わりの時点までに生じたすべての制限債
権について一個の責任限度が適用される制度であり、個別の債権毎に責任制限が
認められるものではなく、制限債権の中には、準拠法を異にする多くの債権が含
まれる可能性があるから、債権準拠法と同一の準拠法を適用して解決すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（46）は、場合によっては船主責任制限に関する準拠法の決定が不可能となり、さら
に、多様な債権を一つの手続の中で扱うという船主責任制限の本質からしても、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の個々の原因債権の準拠法に従うことの根拠は薄弱であるから、同則主義によるこ
とは適当ではない。したがって、本件判決が「船主責任制限の準拠法を債権成立
すなわち責任の発生原因の準拠法によらしめるときは、相異なる責任制限制度が
競合して右目的の達成が困難な場合が生ずる」として同則主義を否定しているこ
とは正当であると考える。
　船主責任制限法の準拠法を船舶の旗国法に求める旗国法主義は、かつてのわが
国の委付主義の下では、責任制限が全債権者に対する海産の委付という物権的処
分行為と一体をなしていることから、船舶の物権公示のための登記・登録がなさ
れている旗国を連結点として準拠法を決定することに意義があるとされていた
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（48）が、金額主義の下では海産は直接船主の責任制限には結びつかないし、さらに、
衝突責任そのものについての準拠法選択の場合と同様に、現代においては、海事
の特殊性から旗国法を連結点として準拠法を決することに根拠を見出すことはで
きない。
　この点、本件判決は、責任制限の準拠法を加害船の旗国法によらしめことには
国際的衡平の観点から問題があるとし、船主責任制限は各国の政策によりその内
容及び手続が定められていること、手続の結果が当然に他国において承認される
わけではないこと、申立人は当該法廷地国における権利の実現或いは責任制限の
享受を第一の目的とするのが通常であることを理由として、船主責任制限の準拠
法は、法廷地法と解するのが相当であるとする。わが国の学説の多数は、この結
論部分には賛同しているようであるが、このような根拠については不十分である
　　　　　（49）との指摘もある。
　諸外国の動向を概観するに、英国においては、責任制限規定は救済的権利を付
与するものでも、それと結びつくわけでもないから手続法の性格を有するとさ
れ、船主責任制限は手続的な問題は例外なく法廷地法によって決定されるという
　（50）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（51）ことから、法廷地法（英国法）が適用されると解されている。また、合衆国にお
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ラいても英国と同様に解されていたようであるが、英国とは異なる考察が見られ
る。合衆国連邦最高裁は、公海上で英国船籍の汽船が氷山に衝突し沈没し当該汽
船の船主が合衆国裁判所に責任制限の申立てをした事案において、損害賠償の基
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礎が英国法の下での不法行為の問題であり、船舶が合衆国の実体法に従わない場
合でも、外国船籍船舶が合衆国において訴訟を提起された場合、合衆国法の下で
の責任制限をうけることができるとし、すべての責任制限制度を、責任もしくは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（53）救済的権利ではなく救済そのものに関連するものと結論付けたが、1949年の
Black　Diamond　S．S．Corp．v．Robert　Stewart＆Sons，Ltd事件（以下、The
Norwalk　Victory事件という）では、連邦最高裁は、法廷地の責任制限制度が常
に適用されるわけではないとし、合衆国法と競合する責任制限法が権利に結びつ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のくものであれば、それが適用されるとの見解を示している。その後の下級審の判
例には、公海上において炎上・沈没したパナマ船籍の遊覧船の船主が合衆国裁判
所に責任制限を申立てた事案において、フロリダ南部連邦地方裁判所は、The
Norwalk　Victory事件において連邦最高裁が示した判断にしたがって、パナマ
の責任制限法の性質につき鑑定した結果、パナマの責任制限法は手続法ではなく
実体法であり、権利に結びつくものであるとの判断を下しパナマの責任制限規定
　　　　　　（55）を適用した例がある。
　このように「手続は法廷地法による」の原則を前提として、実質法・手続法の
区別を意識して、船主責任制限の準拠法を決するのが合衆国判例の立場であると
いえる。しかしながら、合衆国の学説には、船主責任制限の準拠法選択にあた
り、実体法または手続法の判断を行うことは法廷地法を適用するための便法にす
ぎず、実際、外国の責任制限法の性質を決定することは困難であるから、場合に
よっては同一法が実体法と解されたり、手続法と解されたりするなど、裁判所の
都合のよいように解釈される恐れがあり、さらには、合衆国の裁判所は、一般に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のより高い責任限度額を好んで選択しているとの批判もある。この点、カナダ領水
内の運河にかけられた橋に船舶が衝突しこれにより生じた損害の賠償請求が合衆
国裁判所に提起されたことにつき、船主が合衆国の裁判所に責任制限を申立てカ
ナダ法に基づく責任限度額を主張した事案において、前掲The　Norwalk　Victry
事件で最高裁が示した実質法・手続法の区別に基づき地方裁判所がカナダ法は手
続法であると結論付け合衆国法を適用すべきであるとした判断を支持するにあた
って、本件はカナダ領水にて生じているが、当該船舶が合衆国船籍を有するこ
と、本件責任制限の決定によって影響を受ける当事者が船主をカナダの法廷では
なく合衆国の法廷において訴えを提起したことから、本件における限り、カナダ
法よりも合衆国法との結びつきが強いことを理由に付加して、抵触法の問題とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　のて合衆国法の適用が望ましいと述べていることは注目に値するが、船主責任制限
の準拠法選択にあたって旗国法を連結点とする判断を持ち込むのは妥当ではない
であろう。
　法廷地法説を採るわが国の学説は、わが国の船主責任制限法は、実質法上の区
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別としては、実体に属すると解されるが、船主責任制限制度は、法廷地国の政策
的配慮により、権利の実現を制限し、かつ特別の手続に導くものであり、船主と
債権者との間の微妙な利益のバランスの上に立っており、責任制限手続はその前
提となる実体部分が異なれば存在理由を失いかねないことから、実体と手続とを
分けることは法廷地国の立場から不可能であり、全体として法廷地法に従うもの
　　　　　（58）と解されること、船主責任制限条約第4条（1976年条約では第14条）が、責任制限
基金の形成・分配に関する規則及びすべての手続規則は基金が形成された国の法
によると規定していることから、法廷地国際私法のルールに対する特則が定めら
れたもので、本条約の批准により準拠法選択上の特別なルールが設定されたと解
　　　　　　　　（59）することができること、責任制限の実質は、責任制限制度は破産制度と類似する
ところ、破産法の大部分が本質的に手続法に属し公序法の性格を有するとされ、
破産債権自体の成立および効力を除いては法廷地法によるとされていることに異
　　　　（60〉論がないことをその根拠として挙げる。このような根拠はいずれも妥当であり、
連結点として薄弱な旗国法を準拠法とするよりは、わが国の国際私法の解釈とし
ても、法廷地法たる日本法を準拠法とするのが合理的かつ現実的であると解すべ
きである。したがって、本件判決が船主責任制限の準拠法は法廷地法によると判
示したことは正当であると考える。
　3．船主責任制限手続開始決定前の無条件給付判決の可否
　わが国の船主責任制限法第26条は、「責任制限手続は、その開始の決定の時か
ら、効力を生ずる」と定め、その開始の決定によって、制限債権者は、基金のみ
から支払いを受け、基金以外の申立人の財産又は受益債務者の財産に対してその
権利を行使することができない旨（33条）、責任制限手続が開始されたときは、
制限債権者は制限債権をもって申立人又は受益債務者の債権と相殺することがで
きない旨（34条）、定めているから、責任制限手続の開始の決定がなされるまで
は、制限債権者が船舶所有者等に対しその債権につき無条件の給付判決を訴求す
ることができるとした本件判決は正当であると考える。
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